
平成 23 年 12月 補正予算要求事業調書
１　予算要求事業の概要
№

19 新規 拡大 継続

款 項 目

3 4 3

番号 事業名

事　業
コード 事業名

　幼稚園にかかる教育費の負担を軽減し、幼稚園への就園を奨励する事業です。また、3の新規
事業は東日本大震災で市内へ避難してきた世帯に対し、避難元市区町村で幼稚園就園奨励費補助
金の手続きが難しい場合、避難先のさいたま市で幼稚園就園奨励費補助金と同額を支給するもの
です。
　　１　幼稚園就園奨励費補助金
　　２　私立幼稚園園児教育費助成金
　　３　被災幼児就園支援事業費補助金【新規】
<目的>

<目標>

<現状(平成23年度末見込み)>
１　幼稚園就園奨励費補助金　　　　　　申請件数約18,000件　うち補助件数約15,200件
２　私立幼稚園園児教育費助成金　　　　申請件数約21,800件　うち補助件数約21,800件
３　被災幼児就園支援事業費補助金　　　該当件数約　　30件

<課題>

・平成23年12月　補助金額の確定　

・平成24年1月 　幼稚園に補助金を交付

・平成24年3月 　国に国庫補助金を申請

幼稚園就園奨励費補助金（幼稚園就園奨励事業）

事業名(予算の事務事業名)

総合振興計画新実施計画

区分

会計区分

一般会計

所管

現
状
と
課
題

子ども未来局　保育部　幼児政策課

目
的
・
目
標

　市内在住の幼稚園児をもつ保護者に、収入(市民税課税額)や園児数に応じて補助金を交付する
ことにより、保護者の幼稚園にかかる教育費の負担を軽減し、幼稚園への就園を奨励します。

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

事務事業の位置付け

予算要求事業の概要

根拠法令・条例・規則等 さいたま市幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
さいたま市私立幼稚園園児教育費助成金交付要綱
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２　補正予算要求の理由と効果
　補助金の交付を1月に予定しているためです。

根拠法令等　幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
　埼玉県被災児童生徒就学等支援事業費補助金交付要綱

政令市：全市実施
県内各市：全市実施

対象者 　市内在住の幼稚園児をもつ保護者
保護者の教育費負担軽減を図り、幼稚園への就園を促進します。
東日本大震災で被災し本市へ避難してきた幼児の幼稚園への就園を促進します。

３　補正前予算と補正予算要求の内容 (単位：千円）
金　額

<積算内訳>
１　幼稚園就園奨励費補助金 1,187,411
２　私立幼稚園園児教育費助成金 866,280
３　事務費 7,631

23 ① 国庫支出金 296,852
② 一般財源 1,764,470

・国庫補助金　補助率　１／４

<積算内訳>
１　幼稚園就園奨励費補助金 234,935
２　被災幼児就園支援事業費補助金【新規】 5,796

① 国庫支出金 58,734
② 県支出金 5,796
③ 一般財源 176,201

・国庫補助金　補助率　１／４
・県補助金　補助率　10／10
<査定内容>

12 １　幼稚園就園奨励費補助金 234,935
２　被災幼児就園支援事業費補助金【新規】 5,796

① 国庫支出金 58,734
② 県支出金 5,796
③ 一般財源 176,201

・国庫補助金　補助率　１／４
・県補助金　補助率　10／10

<査定理由>

<査定内容>
１　幼稚園就園奨励費補助金 234,935
２　被災幼児就園支援事業費補助金【新規】 5,796

① 国庫支出金 58,734
② 県支出金 5,796
③ 一般財源 176,201

・国庫補助金　補助率　１／４
・県補助金　補助率　10／10

<査定理由>

財源内訳

　幼稚園就園奨励費補助金の申請件数の増に対処する必要があるとともに、被災児童に対する就園
支援についても実施する必要があると認め、12月補正予算に計上することとしました。

240,731

　財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、財政局原案のとおりとしまし
た。

240,731

財源内訳

市長査定

備　　　考

補正前予算

財源内訳

年
度

平
成

2,061,322

240,731補正予算要求

要求理由

効果

区　　分

月
補
正
予
算

他市の
実施状況

効果

緊急性

実施義務

財政局長査定

財源内訳
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